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工n this paper， firstly， changing process of regional 
structure of Reinan region in Fukui Prefecture is s七udied.
Secondly， impact by se七七ingof large scale facili七iesis 
ana1ized. The 154 time-series data are c1ustered into 























域構造を説明する 154の指標を収集したO しかしながら，嶺南地域の 8市町村においては，敦賀市.
小浜市の 2市と他の 6町村との間で都市規模の点で大きな格差がみられる O そのため，地域構造の
把握は定性的に行なうこととし，収集した 185の分析指標を作成したO






(2) 生活群 む)施 設 系(25指標)
(E) 居 住 系 (11指標)
(F) 環 境 系(12指標〉
(Gl 商 莱 系(21指標〕
日福 祉 系(18指標)












それぞれ 4指標とした。選択された群，系別の分析指標は表一 lに示すとおりである O
地域構造への影響で用いた分析指標は，まず，表一 1で選択された48指標のなかから.それぞれ








指標群 指標系 指 標 名 指標群 指標系 指 標 名
-人口密度 -卸，小売業従業者率
人口系 -女tζ対する男比率 商業系 -人口当り卸売商庖数
• 15才未満人口率 . か 小売商庖数
















. 庁 電話加入者数 第 2 次 -製造業従業者率. 。 役所職員数 産業系 -人口当り製造品出荷額等. " 教育費 -第2次産業事業所比率
-単身世帯率 経済群 -サービス業従業者率





環境系 -人口当り消防団員数 -就業者率. 庁 火災発生件数 経 済 -雇用者率. 府 犯罪発生件数 ストック系 -人口当り国，県支出金. 市 土木費
表-2 分析指標一覧と各年度平均値
指 標 830平均値 8 35 8 40 8 45 850 
l 人 口 密 度 (人/km') 29.62 123.88 117.53 115.03 118.46 
2 女 100人に対する男比率(男人/女100人) 96.80 93.89 92.20 92.67 95.45 
3 社 4ιL 五Z 増 力日 率 ( % ) -0.54 -1.14 -2.61 0.67 -0.10 
4 就 業 者 率 ( % ) 51.05 52.88 53.57 57.05 54.45 
5 雇 用 者 率 ( 9"0 ) 16.56 17.51 21. 28 26.76 32.14 
6 単 身 世 帯 率 ( % ) 4.76 5.39 6.39 6.84 7.94 
7 通 勤 流 出 入 比 ほし入/流出) 101. 25 123.00 113.08 97.66 99.77 
8 製造業従業者率 ( % ) 6.94 7.55 10.80 15.94 19.19 
9 卸・小売業従業者率 ( 9"0 ) 7.72 9.08 10.17 10.14 11. 46 
10 宅 地 面 積 率 ( % ) 1. 35 0.84 1.13 1. 44 1. 47 
1 人口 1000人当り飲食庖数 (庖/1000人) 1. 06 1. 39 2.26 2.30 2.88 
12 道 路 密 度 (km/km') 1. 98 2.49 2.03 2.22 2.26 
13 人口 100人当り自動車保有台数 (台/100人) 0.53 4.56 4.07 15.02 26.87 
14 田 畑 面 キ責 率 ( % ) 11.18 13.51 10.62 10.85 10.41 
15 教 育 施 ヨ~ 密 度 ( 9"0 ) 12.97 12.25 11. 76 11. 73 11. 19 
16 借家・給与住宅率 ( % ) 13.48 14.35 14.89 14.32 14.83 


















表-3より，第 2次産業系のパターン変化をみると， 50年に 4指標とも特化したパターンと，第
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第 l次産業系については表-5より美浜町左大飯町が同じ変容パターンを示している O すなわち，
漁獲高 l指標が特化してくる。諸事情から一般的に減少傾向にある漁獲高を考慮すれば，その増加
が注目される O
第 2次産業系は表 5 ，すべての立地市町において，鉱業建設業従業者率の伸びが顕著であり，
立地に際してとくに建設業の就業機会の増加が明らかであるO また，美浜町，高浜町，大飯町では，
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付けを行なったところ，第 1因子は、製造業的因子、，第 2因子は、都市的因子、，第 3因子は、効
外的因子、と命名したO こうして， 17個の地域関連指標は， 3つの共通因子に単純化され，代表さ
れることになる O
表-6 因子負荷量
指 標 第 1因子 第 2因子 第 3因子
人 口 密 度 o. 0713 * O. 8254 O. 491 1 
2 女 100人に対する男比率 0.0092 o. 1076 **一 0.7055
3 社 ~ 増 加 率 o. 3124 -O. 0225 o. 2222 
4 就 業 者 率 o. 3079 ** -o. 8286 0.0639 
5 雇 用 者 率 * O. 8980 o. 2067 -O. 1799 
6 単 身 世 帯 率 * 0.8706 O. 0211 O. 2171 
7 通 勤 流 出 入 比 O. 2412 * O. 8472 -O. 0106 
8 製造業従業者率 * O. 7268 O. 5578 O. 1322 
9 卸・小売業従事者率 O. 4871 * O. 7830 O. 0517 
10 宅 地 面 積 率 ← O. 0583 O. 2502 O. 2424 
11 人口 1000人当り飲食庖数 * O. 6763 O. 4684 -O. 1671 
12 道 路 密 度 O. 0159 -O. 2522 * 0.7101 
13 人口 100人当り自動車保有台数 * O. 9106 -O. 1850 0.0918 
14 田 』畑 面 積 率 O. 1 792 O. 1639 * O. 9260 
15 教 育 施 設 密 度 一 O.1231 O. 2501 * O. 6542 
16 借家・給与住宅率 O. 2948 * O. 9134 O. 1141 



















敦賀市，小浜市の両市であったのに対し.昭和45年度， 50年度については，敦賀市 l市となる O 反














昭和30年度についてみると， 6市町が第 3象限に， 2町村が第 4象限となっているo 35年度には
それぞれ 3市町， 5町村となり， 40牛度には，第 l象限 2 市，第 3 象限~ 1町，第 4象限 5町
村となるO また，昭和45年以降になると，第 1象限に 3市町，第 2象限に 5町村となっているO こ
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期に逆転現象が生じている O しかしながら， この逆転現象以外には原発立地にともなう地域構造変
化は，少なくとも現時点においてはそれほどみられないといえる O
23 
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ところ， (i)敦賀市・小浜市・三方町， (1)上中町・名田庄村， (11)美浜町・高浜町・大飯町，の 3 グ
ループに類型化されたO
(3) 原発立地市町村について，立地のバターンへの影響をみたところ，人口系，居住系，第 1産業
系，第 2産業系において，バターンの変化が顕著となっていることがわかったO とくに，この傾
向は美浜町，高浜町，大飯町において著しく，原発立地が地域の変容パターンに大きな影響を及
ぼしていることが明らかになったO しかしながら，敦賀市については人口系においてパターン変
化がみられる程度であり，他の市町と比較して都市規模がはるかに大きいことから，原発立地の
変容パターンへの影響は少ないといえよう。
(4) 嶺南 8市町村の地域構造変化を，因子分析法により分析したととろ，製造業的因子，都市的因
子，郊外的因子が見出されるとともに，これらの因子によって，各市町村の昭和30年~50年の構
造変化の関係が把握されたO
(5) 上記分析をふまえて，原発立地と地域構造変化の関係を考察したところ，立地は製造業的因子
の上昇，郊外的因子の低下という因子得点の逆転現象に関連することがわかったO
なお，本研究の統計処理には名古屋大学大型計算機センターのシステムを用いたO
